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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期

第２四半期
連結累計期間

第74期
第２四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自 2017年６月１日
至 2017年11月30日

自 2018年６月１日
至 2018年11月30日

自 2017年６月１日
至 2018年５月31日

売上高 (百万円) 161,820 170,029 328,409

経常利益 (百万円) 2,026 1,445 1,536

親会社株主に帰属する
四半期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失(△)

(百万円) 1,165 219 △731

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,714 1,073 3,119

純資産額 (百万円) 87,218 87,028 86,079

総資産額 (百万円) 263,805 273,557 269,260

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) 37.13 6.99 △23.31

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) 30.09 6.22 －

自己資本比率 (％) 32.1 30.8 31.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,841 671 7,530

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,775 △4,792 △12,401

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,607 △673 13,975

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 20,659 25,369 30,064
 

　

回次
第73期

第２四半期
連結会計期間

第74期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年９月１日
至 2017年11月30日

自 2018年９月１日
至 2018年11月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 30.90 30.92
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第73期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についての異動は、次のとおりであります。

＜建材事業＞

連結子会社であったながのビニックス有限会社は、同じく連結子会社である三協テック株式会社を存続会社とす

る吸収合併により消滅したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

＜マテリアル事業＞

該当事項はありません。

＜商業施設事業＞

該当事項はありません。

＜国際事業＞

該当事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスクは、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 
(1) 為替動向

海外のグループ会社の財務諸表は現地通貨にて作成されているため、連結財務諸表作成時に円換算されることに

なり、為替相場の変動による円換算時の為替レートの変動が当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。

(2) 減損会計

当社グループは、事業用の不動産やのれんをはじめとする様々な固定資産を所有しております。こうした資産

は、時価の下落や、期待しているキャッシュ・フローを生み出さない状況になるなど、その収益性の低下により減

損損失が発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連

結会計年度との比較・分析を行っております。

 

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、台風や地震など自然災害による一時的な影響があったもの

の、雇用・所得情勢の改善や堅調な設備投資需要を背景に底堅く推移しました。

海外経済は、米国、欧州を中心に堅調に推移していますが、米中貿易摩擦問題の動向や地政学リスクの高まりに

より先行き不透明な状況となっております。

このような環境下、建材事業でのビル・エクステリア分野の売上増と商業施設事業でのコクヨ株式会社ストア事

業承継分の売上増、国際事業での輸送分野の需要獲得などにより各セグメントで売上が増加しました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における連結業績は、売上高1,700億29百万円（前年同期比5.1％増）とな

りましたが、アルミ地金価格の上昇や競合環境、物流費高騰などの影響により、営業利益12億16百万円（前年同期

比28.3％減）、経常利益14億45百万円（前年同期比28.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益２億19百万円

（前年同期比81.2％減）となりました。

なお、当社は、将来の市場構造変化に対応した事業ポートフォリオの構築に向けて、2019年５月期～2021年５月

期までの新中期経営計画をスタートさせております。

『変革と価値創造～安定かつ成長可能な事業構造へ～』を基本方針として、「収益改善」「成長事業、グローバ

ルシナジーの拡大」「次なる事業領域の開拓」に向けて諸施策の展開を進めております。
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　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

建材事業

建材事業においては、新設住宅着工戸数が前年比減で推移しましたが、ビル分野での大型物件増やエクステリア

分野での販売強化などにより、売上高1,014億62百万円（前年同期比4.8％増）となりました。利益については、ア

ルミ地金価格の上昇影響があったものの、一部商品の価格改定や生産部門の収益改善などにより黒字化し、セグメ

ント利益６億64百万円（前年同期はセグメント損失８億58百万円）となりました。

 
マテリアル事業

マテリアル事業においては、形材市場で在庫調整に伴う受注量の減少が見られましたが、アルミ地金市況と連動

して売上高が増加したことなどにより、売上高230億93百万円（前年同期比0.7％増）となりました。利益について

は、形材の受注量減少やこれに伴う競合影響などにより、セグメント利益13億32百万円（前年同期比37.3％減）と

なりました。

 
商業施設事業

商業施設事業においては、2018年１月に事業承継したコクヨ株式会社ストア事業分の売上増などにより、売上高

208億53百万円（前年同期比9.3％増）となりましたが、原材料価格や物流費の高騰、承継業務引継ぎに係る販管費

の増加などにより、セグメント利益１億70百万円（前年同期比80.7％減）となりました。

 
国際事業

国際事業においては、欧州での輸送分野、航空分野の需要獲得や為替影響などにより、売上高245億58百万円（前

年同期比7.3％増）となりましたが、Thai Metal Aluminium Co.,Ltd.の条件付取得対価の確定によって追加認識し

たのれんの過年度分償却の発生などにより、セグメント損失８億83百万円（前年同期はセグメント損失４億42百万

円）となりました。

 

(2) 財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて42億97百万円増加し、2,735億57百万円とな

りました。これは、流動資産その他に含まれる短期預け金が74億91百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が

48億26百万円、仕掛品等のたな卸資産が39億55百万円、現金及び預金が26億97百万円、それぞれ増加したことが主

な要因であります。

負債は、前連結会計年度末に比べて33億48百万円増加し、1,865億29百万円となりました。これは、１年内償還予

定の転換社債型新株予約権付社債が75億円減少したものの、長期借入金が34億17百万円、電子記録債務が33億19百

万円、短期借入金が32億49百万円、それぞれ増加したことが主な要因であります。なお、純資産は870億28百万円、

自己資本比率は30.8％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ46億94百万円減少の253億69百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は、前年同期に比べて11億70百万円減少の６億71百万円（前年同期比63.5％

減）となりました。これは売上債権の増加額62億93百万円がありましたが、一方で仕入債務の増加額19億31百万

円、減価償却費41億13百万円、税金等調整前四半期純利益13億52百万円の計上があったことなどによるものであ

ります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は、前年同期に比べて９億83百万円減少の47億92百万円（前年同期比17.0％

減）となりました。これは子会社株式の条件付取得対価の支払額13億54百万円、有形固定資産の取得による支出

34億10百万円などによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は、６億73百万円（前年同期は36億７百万円の収入）となりました。これは長

期借入れによる収入104億90百万円、短期借入金の純増加額32億15百万円がありましたが、一方で社債の償還によ

る支出75億円、長期借入金の返済による支出65億77百万円があったことなどによるものであります。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 
(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はありません。

また、新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

なお、株式会社の支配に関する基本方針は、次のとおりであります。

当社は、株主の皆様が長期にわたり株式を持ち続けていただくことが重要と考え、業績の向上により企業価値を

高めていくことに努めており、現時点では買収防衛策について特に定めておりません。

 

(6) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、13億17百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

Ａ種優先株式 1,000,000

Ｂ種優先株式 1,000,000

Ｃ種優先株式 1,000,000

Ｄ種優先株式 1,000,000

計 150,000,000
 

（注）計の欄には、定款に規定されている発行可能株式総数を記載しております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2018年11月30日)

提出日現在発行数(株)
(2019年１月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,554,629 31,554,629
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であり
ます。

計 31,554,629 31,554,629 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2018年11月30日 ― 31,554 ― 15,000 ― 11,581
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(5) 【大株主の状況】

  2018年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友化学株式会社 東京都中央区新川二丁目27－１ 2,235 7.10

三協立山社員持株会 富山県高岡市早川70番地 1,173 3.73

三協立山持株会 富山県高岡市早川70番地 1,037 3.30

ＳＴ持株会 富山県高岡市早川70番地 990 3.15

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４－１ 971 3.09

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11－３ 964 3.07

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り一丁目２－26 888 2.82

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８－11 884 2.81

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４－１ 809 2.57

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海一丁目８－11 723 2.30

計 ― 10,681 33.93
 

(注)　日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、信

託業務に係るものであります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2018年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

― ―

普通株式
74,200

（相互保有株式）
普通株式

335,900

完全議決権株式(その他) 普通株式 30,810,400 308,104 ―

単元未満株式 普通株式 334,129 ― ―

発行済株式総数  31,554,629 ― ―

総株主の議決権 ― 308,104 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,700株(議決権47個)含

まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

　　 　自己株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　57 株

　　 　相互保有株式　　協和紙工業株式会社　　　　　　49 株

 

② 【自己株式等】

2018年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
三協立山株式会社

富山県高岡市早川70番
地

74,200 ― 74,200 0.24

(相互保有株式)
協和紙工業株式会社

富山県射水市布目沢336
－２

229,300 ― 229,300 0.73

ビニフレーム工業株式会社
富山県魚津市北鬼江616
番地

100,000 ― 100,000 0.32

株式会社アイシン
大阪府高槻市梶原中村
町５－１

6,600 ― 6,600 0.02

計 ― 410,100 ― 410,100 1.30

 

(注)　株主名簿上は、三協アルミニウム工業株式会社（現、当社）名義となっておりますが、同社が実質的に所有し

ていない株式が200株（議決権２個）あります。なお、当該株式数（200株）は上記「①発行済株式」の「完全

議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2018年９月１日から2018年

11月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年６月１日から2018年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 23,689 26,386

  受取手形及び売掛金 ※３  48,276 ※３  53,103

  電子記録債権 ※３  5,490 ※３  7,049

  有価証券 858 883

  商品及び製品 15,516 16,171

  仕掛品 17,358 20,727

  原材料及び貯蔵品 10,824 10,754

  その他 13,167 5,397

  貸倒引当金 △1,160 △1,354

  流動資産合計 134,021 139,120

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 25,899 25,261

   土地 54,319 54,371

   その他（純額） 25,982 25,138

   有形固定資産合計 106,201 104,771

  無形固定資産   

   のれん 3,162 3,900

   その他 3,711 3,475

   無形固定資産合計 6,873 7,376

  投資その他の資産   

   投資有価証券 18,864 18,518

   その他 4,246 4,605

   貸倒引当金 △947 △834

   投資その他の資産合計 22,163 22,289

  固定資産合計 135,239 134,437

 資産合計 269,260 273,557
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年11月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※３  44,529 ※３  43,206

  電子記録債務 ※３  14,876 ※３  18,195

  短期借入金 8,818 12,068

  1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 7,500 －

  1年内返済予定の長期借入金 12,321 12,850

  未払法人税等 904 1,447

  賞与引当金 381 454

  引当金 11 38

  その他 17,617 ※３  18,818

  流動負債合計 106,961 107,080

 固定負債   

  社債 3,000 3,000

  転換社債型新株予約権付社債 7,515 7,511

  長期借入金 39,539 42,956

  役員退職慰労引当金 30 10

  製品改修引当金 931 733

  退職給付に係る負債 16,702 16,892

  資産除去債務 443 447

  その他 8,057 7,896

  固定負債合計 76,219 79,448

 負債合計 183,181 186,529

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 15,000 15,000

  資本剰余金 32,941 32,828

  利益剰余金 28,805 29,025

  自己株式 △228 △231

  株主資本合計 76,518 76,622

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,794 3,525

  繰延ヘッジ損益 △19 △43

  土地再評価差額金 3,824 3,824

  為替換算調整勘定 △875 △357

  退職給付に係る調整累計額 115 596

  その他の包括利益累計額合計 6,839 7,546

 非支配株主持分 2,721 2,860

 純資産合計 86,079 87,028

負債純資産合計 269,260 273,557
 

EDINET提出書類

三協立山株式会社(E26831)

四半期報告書

12/23



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年６月１日
　至 2017年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
　至 2018年11月30日)

売上高 161,820 170,029

売上原価 127,405 134,773

売上総利益 34,415 35,256

販売費及び一般管理費 ※  32,718 ※  34,040

営業利益 1,696 1,216

営業外収益   

 受取利息 13 15

 受取配当金 158 168

 スクラップ売却益 348 316

 持分法による投資利益 163 87

 その他 601 648

 営業外収益合計 1,285 1,237

営業外費用   

 支払利息 238 293

 売上割引 460 476

 その他 256 238

 営業外費用合計 955 1,007

経常利益 2,026 1,445

特別利益   

 固定資産売却益 4 19

 投資有価証券売却益 － 14

 その他 4 2

 特別利益合計 8 36

特別損失   

 固定資産売却損 46 11

 固定資産除却損 156 114

 減損損失 22 －

 投資有価証券評価損 － 4

 特別損失合計 225 130

税金等調整前四半期純利益 1,809 1,352

法人税等 489 975

四半期純利益 1,319 377

非支配株主に帰属する四半期純利益 154 157

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,165 219
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年６月１日
　至 2017年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
　至 2018年11月30日)

四半期純利益 1,319 377

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 926 △268

 繰延ヘッジ損益 △13 △24

 為替換算調整勘定 509 507

 退職給付に係る調整額 972 483

 持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △2

 その他の包括利益合計 2,394 696

四半期包括利益 3,714 1,073

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,564 926

 非支配株主に係る四半期包括利益 149 147
 

EDINET提出書類

三協立山株式会社(E26831)

四半期報告書

14/23



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年６月１日
　至 2017年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
　至 2018年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,809 1,352

 減価償却費 4,178 4,113

 減損損失 22 －

 のれん償却額 281 838

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △321 64

 賞与引当金の増減額（△は減少） △1 69

 退職給付に係る資産負債の増減額 661 240

 製品改修引当金の増減額（△は減少） △219 △197

 受取利息及び受取配当金 △171 △184

 支払利息 238 293

 持分法による投資損益（△は益） △163 △87

 投資有価証券売却損益（△は益） － △14

 固定資産売却損益（△は益） 42 △7

 固定資産除却損 156 114

 売上債権の増減額（△は増加） △2,380 △6,293

 たな卸資産の増減額（△は増加） △5,558 △3,761

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,544 1,931

 その他の負債の増減額（△は減少） 3,133 2,430

 その他 △200 254

 小計 3,052 1,154

 利息及び配当金の受取額 210 221

 利息の支払額 △252 △342

 法人税等の支払額 △1,168 △361

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,841 671

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △886 △730

 定期預金の払戻による収入 1,010 802

 有価証券の取得による支出 △164 △100

 有価証券の売却による収入 397 100

 有形固定資産の取得による支出 △5,874 △3,410

 有形固定資産の売却による収入 271 95

 投資有価証券の取得による支出 △40 △10

 投資有価証券の売却による収入 56 28

 貸付けによる支出 △5 △12

 貸付金の回収による収入 17 11

 子会社株式の条件付取得対価の支払額 － △1,354

 その他の支出 △559 △214

 その他の収入 2 2

 投資活動によるキャッシュ・フロー △5,775 △4,792
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年６月１日
　至 2017年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
　至 2018年11月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △863 3,215

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △199 △176

 長期借入れによる収入 10,992 10,490

 長期借入金の返済による支出 △5,677 △6,577

 社債の償還による支出 － △7,500

 自己株式の売却による収入 0 0

 自己株式の取得による支出 △8 △3

 配当金の支払額 △630 △0

 非支配株主への配当金の支払額 △5 △5

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △115

 財務活動によるキャッシュ・フロー 3,607 △673

現金及び現金同等物に係る換算差額 235 100

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △90 △4,694

現金及び現金同等物の期首残高 20,750 30,064

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  20,659 ※  25,369
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 2018年６月１日 至 2018年11月30日)

　連結子会社であったながのビニックス有限会社は、同じく連結子会社である三協テック株式会社を存続会社とす

る吸収合併により消滅したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第２四半期連結累計期間

(自 2018年６月１日 至 2018年11月30日)

税金費用の計算 　一部の連結子会社において、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。
 

 

(追加情報)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 2018年６月１日 至 2018年11月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　保証債務

従業員の金融機関からの借入金に対して次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(2018年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年11月30日)

従業員 0百万円 － 
 

 

　２　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
(2018年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年11月30日)

受取手形割引高 12百万円 － 

受取手形裏書譲渡高 82　〃 67百万円
 

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理しておりま

す。なお、決算日が連結決算日と異なる一部の連結子会社の当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2018年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年11月30日)

受取手形 246百万円 173百万円

電子記録債権 49　〃 35　〃

支払手形 349　〃 255　〃

電子記録債務 211　〃 209　〃

設備支払手形(流動負債「その他」) －　 4　〃
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(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年６月１日
至 2017年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
至 2018年11月30日)

給料賞与 13,220百万円 13,603百万円

賞与引当金繰入額 195　〃 233　〃

退職給付費用 1,186　〃 969　〃

役員退職慰労引当金繰入額 0　〃 0　〃

貸倒引当金繰入額 △152　〃 181　〃

     
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年６月１日
至 2017年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
至 2018年11月30日)

現金及び預金 21,601百万円 26,386百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△942　〃 △1,016　〃

現金及び現金同等物 20,659百万円 25,369百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2017年６月１日 至 2017年11月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年８月29日
定時株主総会

普通株式 629 20.00 2017年５月31日 2017年８月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年１月11日
取締役会

普通株式 472 15.00 2017年11月30日 2018年２月13日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 2018年６月１日 至 2018年11月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年１月10日
取締役会

普通株式 314 10.00 2018年11月30日 2019年２月12日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間(自 2017年６月１日 至 2017年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

建材
事業

マテリ
アル
事業

商業
施設
事業

国際
事業

計

売上高          

　外部顧客への売上高 96,842 22,936 19,085 22,882 161,747 72 161,820 － 161,820

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

2,859 15,405 81 51 18,399 － 18,399 △18,399 －

計 99,702 38,342 19,167 22,934 180,146 72 180,219 △18,399 161,820

セグメント利益又は
損失（△）

△858 2,125 884 △442 1,708 52 1,761 △65 1,696
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△65百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

76百万円が含まれております。全社費用は、主として各報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理

費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第２四半期連結累計期間において、固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び重

要な負ののれん発生益の認識はありません。

 
　当第２四半期連結累計期間(自 2018年６月１日 至 2018年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

建材
事業

マテリ
アル
事業

商業
施設
事業

国際
事業

計

売上高          

　外部顧客への売上高 101,462 23,093 20,853 24,558 169,967 62 170,029 － 170,029

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

3,026 15,786 117 74 19,004 － 19,004 △19,004 －

計 104,488 38,879 20,970 24,633 188,971 62 189,034 △19,004 170,029

セグメント利益又は
損失（△）

664 1,332 170 △883 1,283 47 1,331 △115 1,216
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△115百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

135百万円が含まれております。全社費用は、主として各報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理

費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

該当事項はありません。

(のれんの金額の重要な変動)

「国際事業」セグメントにおいて、Thai Metal Aluminium Co.,Ltd.の買収時に締結していた株式売買契約に基づ

く条件付取得対価の支払が確定したことにより、新たにのれんが発生しております。なお、当該事象によるのれん

の償却額は492百万円、当第２四半期連結会計期間末におけるのれんの未償却残高は888百万円であります。

(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年６月１日
至 2017年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
至 2018年11月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 37円13銭 6円99銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 1,165 219

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

1,165 219

普通株式の期中平均株式数(千株) 31,384 31,376

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 30円09銭 6円22銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) △6 △2

（うち、社債発行差金の償却額（税額相当額控除後）
(百万円)）　　　　　　　　　　　　　　（注）

(△6) (△2)

普通株式増加数(千株) 7,103 3,489

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　社債額面金額よりも高い価額で発行したことによる当該差額に係る第２四半期連結累計期間償却額（税額相当

額控除後）であります。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第74期（2018年６月１日から2019年５月31日まで）中間配当について、2019年１月10日開催の取締役会において、

2018年11月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 314百万円

②　１株当たりの金額 10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2019年２月12日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年１月10日

三協立山株式会社

取締役会  御中

 

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　本　健太郎 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 笠　間　智　樹 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　部　裕　次 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三協立山株式会

社の2018年６月１日から2019年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2018年９月１日から2018年11

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年６月１日から2018年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三協立山株式会社及び連結子会社の2018年11月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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